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令和３年５月１０日 

本市の対応方針 

政府は５月７日に５月１１日までとしていた｢緊急事態宣言｣を５月３１日まで延

長することを決定しました。 

これに伴い、大阪府は本部会議を開催し、｢緊急事態措置｣を５月３１日まで延長

することとなりました。 

これを受け、本市の新型コロナウイルス関連肺炎対策本部の方針を下記のとおり

とし、期間は５月３１日まで延長する。 

また、｢緊急事態宣言｣を真摯に受け止め、より一層の対策を講じることとする。 

 

記 

緊急事態措置に基づく要請             ※大阪府の資料1-1.1-2.1-3参照 

区域 大阪府全域 

期間 緊急事態措置を実施すべき期間 ５月１２日～５月３１日 

 

本市では、｢緊急事態宣言｣を受け、外出自粛要請を市民に周知する。 

【周知方法】 

・防災行政無線､ヤフー防災アプリ､市ホームペ－ジ､市ツイッター､市ライン等での 

周知 

・災害対策車や青パト等で周知看板貼り付けの上巡回(音声無) 

・公園等の集団利用自粛要請の為の啓発看板の設置など 

 

１.市民への呼びかけ ５月１２日～５月３１日 （特措法第45条第１項） 

 ･不要不急の外出※は自粛すること 

※医療機関への通院、食料・医薬品・生活必需品の買い出し、必要な職場への出勤、屋外での運動や散歩など、 

生活や健康の維持のために必要なものについては対象外 

 ･不要不急の都道府県間移動は自粛すること 

 ･路上、公園等における集団での飲酒はしないこと 

 ･感染対策が徹底されていない飲食店等や休業要請等に応じていない飲食店等の 

利用を厳に控えること 

 ･特に、20時以降の外出自粛、混雑している場所や時間を避けて行動すること 

 ･少しでも症状がある場合、早めに検査を受診すること 
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★大学等へのお願い（特措法第24条第９項に基づく） 

○授業は、原則オンラインとし、困難な場合は、クラスを分割した授業や大教 

室の活用等により密を回避すること 

○学生に対し、部活動の自粛を徹底すること 

○発熱等の症状がある学生は、登校や活動参加を控えるよう、周知徹底するこ 

 と 

○学生寮における感染防止策などについて、学生に注意喚起を徹底すること 

★経済界へのお願い(特措法第24条第９項に基づく) 

○在宅勤務（テレワーク）等による、出勤者数の７割減をめざすこと 

 出勤者数削減の実施状況を各事業者が公表し、取組みを促進すること 

○職場に出勤する場合でも、時差出勤、自転車通勤等の人との接触を低減する 

取組みを強力に推進すること 

  ○高齢者や基礎疾患を有する方等、重症化リスクのある従業者、妊娠している 

従業者、同居家族に該当者がいる従業者について、テレワークや時差出勤等 

の配慮を行うこと 

○事業の継続に必要な場合を除き、20時以降の勤務を抑制すること 

○屋外照明（防犯対策上、必要なもの等を除く）の夜間消灯を行うこと 

（法に基づかない協力要請） 

  ○業種別ガイドラインを遵守すること 

 

２.イベントの開催について(市主催(共催)のイベントを含む) ５月１２日～５月３１日 

（特措法第24条第９項に基づく） 

●主催者に対し、規模や場所に関わらず、無観客開催を要請 

【対象となるイベント】 

○開催規模：大小を問わない 

○場所：屋内、屋外を問わない 

○種類・内容：社会生活の維持に必要なものを除く全てのイベント 
（イベントの具体例） 

祭礼・地域行事、文化的イベント（コンサート、演劇、発表会等）、 

催事（物産展、展示会、販売促進会、フリーマーケット等）、式典、講演会・研修会、スポーツ行事 等 

※社会生活の維持に必要なものについては、業種別ガイドラインの遵守を徹底したうえでの実施を要請 

（社会生活の維持に必要なものの具体例） 

✓各種国家試験、資格試験 

✓業務上必要かつオンライン化や延期が困難な説明会、会議、研修、学会等 

✓憲法上重要な基本的人権の確保に係るイベント・集会 
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３.施設について ５月１２日～５月３１日 

★飲食店への要請（特措法第45条第２項に基づく） 

 

 

 

 

 

 

 

【営業にあたっての要請事項】 

※実施状況をホームページ等で広く周知すること(法に基づかない協力依頼) 

（特措法第45条第２項に基づくもの） 

  ○利用者へのマスク会食実施の周知及び正当な理由なく応じない利用者の入 

場禁止（退場を含む） 

○アクリル板の設置等 

○上記のほか、特措法施行令第12条第１項各号に規定される措置（従業員へ 

の検査勧奨、入場者の整理誘導、発熱等有症状者の入場禁止、手指の消毒 

設備の設置、施設の消毒、施設の換気） 

（特措法第24条第９項に基づくもの） 

○ＣＯ２センサーの設置 

○業種別ガイドラインの遵守を徹底 

 

★飲食店以外への要請（特措法第24条第９項に基づく） 
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★本市公共施設では 
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･府有施設に準じ休館する施設は下記のとおりとする。 

大師総合運動場 赤峰市民広場 大師庭球場 荘園庭球場 寺ケ池公園庭球場 

寺ケ池公園野球場 天野少年球技場 下里運動公園人工芝球技場 下里総合運動場 

武道館 市民総合体育館 衛生処理場庭球場 

小山田コミュニティセンター(あやたホール)(地域福祉センター含む) 

清見台コミュニティセンター(くすのかホール)(地域福祉センター含む) 

日野コミュニティセンター(みのでホール) 

ノバティホール(河内長野駅前市民センター) 三日市市民ホール 

図書館(予約本の貸出しは行う) イズミヤゆいテラス(印刷スペースは除く) 

市民交流センター キックス(印刷スペースは除く) 文化会館ラブリーホール 

ふるさと歴史学習館 滝畑ふるさと文化財の森センター 林業総合センター木根館 

岩湧の森｢四季彩館｣ 旧三日市交番 

公民館(千代田､川上､南花台､三日市､天野､高向､加賀田､天見） 

（図書室にて予約本の貸出しは行う） 

子ども･子育て総合センターあいっく 子ども交流ホール･わくわく広場 

公園駐車場(原則閉鎖するが､車いす利用など、自動車を使用しなければ来園が困難な方 

は､利用可) 

※開館後、新型コロナウイルス対策の理由で、利用者からの申し出で施設利用をキャン 

セルした場合、その利用料については還付する。未徴収の場合は、徴収しない。 

キャンセル料が発生する場合は、相当額については、市が負担。 

指定管理者に委託している場合は、市が指定管理者に補填。 

※休館中に得られたはずの利用料金（入館料等）相当額は市が負担。 

･休館していない公共施設の開館時間を２１時までとする。 

･福祉センターなどの対応を次のとおりとする。 

福祉センター錦渓苑の対応 

･健康増進機能(お風呂)は条件付きで利用可能 

･娯楽機能は停止(クラブ活動､娯楽室(カラオケ)､休憩室､囲碁､将棋､ビリヤードなど) 

障がい者福祉センター(あかみね)の対応 

･停止を継続する機能：クラブ､教室など 

･学校開放事業の対応 

すべての市立小中学校の利用を停止する 

  ･市が管理する道路・公園等における注意喚起等について 

    路上・公園等における集団での飲酒など、感染リスクが高い行動に対して 

必要な注意喚起等の取組を行う。 
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４.市立学校の対応について ５月１２日～５月３１日 

市立学校における教育活動等については次のとおりとする。 

＜授業について＞ 

･分散登校や短縮授業は行わず、通常形態（１教室40人まで）を継続する 

･ただし、感染リスクの高い活動は実施しない 

＜府県間の移動を伴う教育活動､府内における校外学習等＞ 

･中止または延期 

＜部活動について＞ 

･原則休止とする 

 

５.事業やイベントの開催の可否や延期などについて 

今一度事業の必要性を再考し、中止や延期を検討すること。 

また、やむを得ず実施する場合は感染対策(マスク･消毒･検温･換気･参加者の把

握)を徹底すること。 

 

６.職場体制について 

･職員及び来庁者の感染予防対策を強化すること。 

･窓口対応から電話やメール又は郵送等への切り替えができるものについては､切 

り替えを行い､可能な限り対面での接触を減らす工夫をすること。 

･会議などのあり方を再検討し、対面による会議は、中止または延期し、電話やＦ 

ＡＸ、メール等を利用する他、積極的にＷＥＢ会議システムを利用するなどの 

措置を講じる。 

･河内長野市職員の早出遅出勤務に関する規則に基づき、公共交通機関を利用する 

職員の時差出勤を実施する。また、自転車通勤も推奨する。 

･テレワークや在宅勤務により、出勤者数を抑制すること。 

出勤者数削減の実施状況を公表し、取組みを一層推進する。 

 ･高齢者や基礎疾患を有する方等、重症化リスクのある職員、妊娠している職員 

  、同居家族に該当者がいる職員について、テレワークや時差出勤等の配慮を行 

  う。 

･業務に支障がある場合を除き、交替制勤務を積極的に実施すること。 

なお、実施する場合は人事課と協議を行うこと。 

･計画的な年次休暇の取得を行うこと。 

･事業の継続に必要な場合を除き、20時以降の勤務を抑制すること。 
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７.職員への周知について 

･不要不急の外出･移動※１は自粛すること 
※１医療機関への通院、食料・医薬品・生活必需品の買い出し、必要な職場への出勤、屋外での運動 

や散歩など、生活や健康の維持のために必要なものについては対象外 

 ･不要不急の都道府県間移動は自粛すること 

 ･路上、公園等における集団での飲酒はしないこと 

 ･感染対策が徹底されていない飲食店等や休業要請等に応じていない飲食店等の 

利用を厳に控えること 

 ･特に、20時以降の外出自粛、混雑している場所や時間を避けて行動すること 

･営業時間短縮を要請した時間以降、飲食店等にみだりに出入りをしないよう求 

めること 

･歓送迎会は控えること 

･少しでも症状がある場合、早めに検査を受診すること 

･出勤前の検温の徹底 

･マスクの徹底(４人以下でのマスク会食の徹底) 

･手洗い及び消毒の徹底 

･人と人との距離(１～２ｍ)をあける 

･執務室及び会議室の換気を徹底する 

 

８.新型コロナウイルス予防啓発を引き続き積極的に行う。 

 

９.国･大阪府より対応方針に関し要請があった場合は、これを尊重する。 

 

10.国により終息などが発表された等の場合は､この対処方針を適宜見直す。 

 

河内長野市新型コロナウイルス関連肺炎対策本部 本部長 


